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第４編 医療圏の設定と基準病床数 
 

 

第１節 医療圏の設定 

 

１ 医療圏の区分 

（１）一次医療圏 
発熱や腹痛等の一般的な疾病，軽度の外傷等に対し，診療所等の医療機関で外来診療による治療を受ける

ための身近な医療を提供する医療圏をいいます。医療法では規定されていませんが，おおよそ市町村を単位

として設定されます。 
 

（２）二次医療圏 

特殊な医療を除く一般的な入院医療サービスを提供する医療圏をいいます。複数の市町村を一つの単位と

して設定されており，医療法施行規則（昭和２３年１１月５日厚生省令第５０号）では，「地理的条件等の

自然的条件及び日常生活の需要の充足状況，交通事情等の社会的条件を考慮して，一体の区域として病院及

び診療所における入院に係る医療を提供する体制の確保を図ることが相当であると認められるものを単位と

して設定すること」と規定されています。 

 

（３）三次医療圏 

著しく重症な場合の検査や治療，高度な技術を提供する特殊な医療を行う医療圏をいいます。原則として

都道府県を一つの単位として設定されており，医療法施行規則では，「都道府県の区域を単位として設定す

ること。ただし，当該都道府県の区域が著しく広いことその他特別な事情があるときは，当該都道府県の区

域内に２以上の当該区域を設定し，また，当該都道府県の境界周辺の地域における医療の需給の実情に応じ，

２以上の都道府県の区域にわたる区域を設定することができる」と規定されています。 

     ※県境の医療圏の設定については，５４ページを参照願います。 

  

２ 二次医療圏の設定 

（１）第７次計画における二次医療圏の見直しの基準について 
二次医療圏の設定について，今回の第７次計画の策定に当たり，国から示された見直しの基準は，次のと

おりです（３つ全てに該当する場合は見直しを検討）。 

● 当該医療圏の人口規模が２０万人未満であること 

● 一般病床及び療養病床の推計流入入院患者の割合（流入率）が２０％未満であること 

● 一般病床及び療養病床の推計流出入院患者の割合（流出率）が２０％以上であること 

 

なお，二次医療圏の見直しに当たっては，「二次医療圏の面積や基幹となる病院までのアクセスの時間等

も考慮すること」と国から示されています。 

 
（２）二次医療圏の見直しに係る調査結果及び経過 

① 平成２８年度宮城県患者調査の実施 

宮城県では，第７次計画策定の基礎資料とするため，平成２９（２０１７）年１月に県内の医療機関（病

院，医科診療所（有床））に対して「平成２８年度宮城県患者調査」を実施しました。 

ア 内容 

平成２８（２０１６）年６月２０日から３０日までのうち，各医療機関が選択した１日の調査日に

おける入院患者の人数，傷病及び受療の状況等を調査しました。 

イ 提出数 

         ● 病院（１４０機関：回答率９５．０％） 入院１８，２２０人 

         ● 医科診療所（有床）（１３９機関：回答率８９．２％） 入院６８５人 
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② 平成２８年度宮城県患者調査の結果 

調査の結果，国から示された二次医療圏見直しの基準に対する該当性について検証したところ，次の表の

とおり，仙南医療圏が３要件の基準（人口２０万人未満，流入率２０％未満，流出率２０％以上）に該当し，

二次医療圏見直しの検討対象となることが分かりました。 

 

【図表４－１－１】宮城県における二次医療圏の３要件の該当性 

医療圏 人口（人） 流入率（％） 流出率（％） 
二次医療圏の 

見直し検討対象 

【参考】 

面積（k ㎡） 

仙南 174,204 7.4  32.0  ◎ 1551.4 

仙台 1,532,056 18.4  1.3    1648.8 

大崎・栗原 270,782 15.6  21.6    2328.8 

石巻・登米・気仙沼 346,396 5.2  25.7    1753.3 

出典：「平成２８年度宮城県患者調査」（県保健福祉部） 

※人口は平成２９（２０１７）年６月１日宮城県推計人口，面積は「平成27年全国都道府県市区町村別面積調」（国土交通省） 

 

（３）第７次計画における二次医療圏の設定 

前記の調査結果及び医療圏の人口規模，面積，地域性等を勘案し，また，第６次計画策定時に「向こう５

年間のみならず，１０年先も見据えた上で，将来にわたる震災復興や連携も踏まえ，より広域的な視点で医

療提供体制を構築していくことが必要である」として，県内を４つの医療圏に見直したことを踏まえ，第７

次計画において，医療法第３０条の４第２項第１２号に規定する二次医療圏の区域は，次のとおりとします。 

 

【図表４－１－２】第７次計画における二次医療圏 

仙 南 医 療 圏 白石市，角田市，刈田郡，柴田郡，伊具郡 

仙 台 医 療 圏 仙台市，塩竈市，名取市，多賀城市，岩沼市，富谷市，亘理郡，宮城郡，黒川郡 

大 崎 ・ 栗 原 医 療 圏 栗原市，大崎市，加美郡，遠田郡 

石巻・登米・気仙沼医療圏 石巻市，気仙沼市，登米市，東松島市，牡鹿郡，本吉郡 

※医療圏の名称については，県の行政組織順（保健福祉事務所）としています 

※医療圏ごとの市町村については，市町村行政順で掲載しています 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

仙南医療圏 

仙台医療圏 

大崎・栗原医療圏 

石巻・登米・気仙沼医療圏 
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３ ５疾病・５事業及び在宅医療に係る圏域の設定 
国の「医療計画作成指針」では，「５疾病・５事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連携体制を構築する際

の圏域については，従来の二次医療圏に拘らず，患者の移動状況や地域の医療資源等の実情に応じて弾力的に設

定する」こととされており，二次医療圏の枠を超えた圏域の設定に努めることで，医療の地域連携体制を構築す

ることが必要です。 
前記のとおり，本計画における二次医療圏は４医療圏としましたが，疾病・事業ごとの圏域については，国の

指針に基づき設定することとします。 
 

４ 三次医療圏の設定 
医療法第３０条の４第２項第１３号に規定する三次医療圏の区域は，県全域とします。 

 

５ 県境の医療提供体制に係る医療圏の設定 
国の「医療計画作成指針」では，「都道府県の境界周辺の地域における医療の需給の実情に照らし，隣接する

都道府県の区域を含めた医療圏を設定することが地域の実情に合い，合理的である場合には，各都道府県の計画

にその旨を明記の上，複数の都道府県にまたがった医療圏を設定しても差し支えない」こととされています。 

なお，医療法第３０条の４第１３項では，「当該都道府県の境界周辺の地域における医療の需給の実情に照ら

し必要があると認めるときは，関係都道府県と連絡調整を行うものとする」とされています。 
宮城県における県外からの入院患者の流入は，平成２８年度宮城県患者調査の結果によると，６９６人となっ

ており，約９割弱が仙台医療圏となっています。 
また，厚生労働省の平成２６年患者調査によると次の表のとおりであり，宮城県における入院患者の県外への

流出は，岩手県に２００人，山形県と福島県にそれぞれ１００人程度となっています。 

 
【図表４－１－３】東北各県の入院患者の流入・流出状況（千人）（推計患者数：全ての病床種別を含む） 

   施設所在地 

患者住所地 
青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 その他 合計 

青 森 県 14.2 0.1 0 0 0 0 0.3 14.6 

岩 手 県 0.2 14 0.2 0 0 0 0.2 14.6 

宮 城 県 0 0.2 20.4 0 0.1 0.1 0.2 21 

秋 田 県 0.1 0.1 0 12.8 0 0 0.1 13.1 

山 形 県 - 0 0.1 0.1 12.2 0 0.1 12.5 

福 島 県 - 0 0.3 0 0.1 19.6 0.6 20.6 

そ の 他 0.3 0.2 0.3 0.3 0.2 0.5 - 1.8 

合 計 14.8 14.6 21.3 13.2 12.6 20.2 1.5 - 

出典：「平成２６年患者調査」（厚生労働省） 

※表中において，「０」は小数点第２位以下の表章されない数値，「－」は該当なしの意味となります。 

※「その他」の欄の数値については，合計値から逆算した数値を記載しており，出典には記載のないものです。 

 

入院患者の動向は以上のとおりであり，県境をまたぐ二次医療圏の設定について，合理性を示すまでのもので

はないと考えられます。従って，従来と同様，県境をまたぐ医療圏としては設定しないこととします。しかしな

がら，引き続き県間での関係機関による連絡調整を行うとともに，連携を強化することにより，県境周辺地域に

おける円滑な医療の提供を図ることとします。 
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第２節 基準病床数 

 

１ 基準病床数 

医療法第３０条の４第２項第１４号に規定する基準病床数の種別（療養病床及び一般病床，精神病床，感染症

病床，結核病床）ごとの区域別基準病床数（医療法施行規則第３０条の３０の規定に基づき算定）は，次のとお

りです。 
 

【図表４－２－１】基準病床数及び既存病床数 

病床の種別 圏域 

医療法第３０条の４第２項第 

１４号に規定する病床数 
既存病床数＊ 

平成３０（２０１８）年４月 平成２９（２０１７）年９月３０日現在 

療養病床及び一般病床 

仙 南 医 療 圏  803,1 354,1

仙 台 医 療 圏  101,21 950,21

大 崎 ・ 栗 原 医 療 圏  466,2 307,2

石巻・登米・気仙沼医療圏  995,2 889,2

計  276,81 302,91

精 神 病 床 県 全 域  151,6 120,5

感 染 症 病 床 県 全 域  82 92

結 核 病 床 県 全 域  26 45

合計  319,42 703,42

      ※医療型障害児入所施設の病床，バックベッドが確保されているＲＩ病床，国立ハンセン病療養所の病床等，一般住民に対

する医療を行わない病床は既存病床数には算入されません。 

      ※平成３０（２０１８）年４月から既存病床数に算入されることとなった，バックベッドが確保されているＩＣＵ病床等 

６７床（仙南医療圏６床，仙台医療圏４４床，大崎・栗原医療圏１７床）を含んでいません。 

      ※平成１８（２００６）年１２月３１日までに届け出のあった有床診療所の一般病床（特定病床）は，基準病床制度の対象

外となっているため，既存病床数には含まれていません。 

 

２ 病床に関する特例 

● 医療法第３０条の４第７項，同法施行令第５条の２及び同法施行規則第３０条の３１の規定に基づき，基

準病床数を定めようとする場合において，急激な人口の増加が見込まれる等の事情がある場合は，厚生労

働大臣との協議を行い，同意を得た数を加えた数又は同意を得た数を基準病床数とすることができるとさ

れています。 

 

● 医療法第３０条の４第９項，同法施行令第５条の４及び同法施行規則第３０条の３２の２の規定に基づき，

病床過剰地域において，専ら小児疾患や周産期疾患等に関し，診断・治療，調査研究や医療関係者の研修

を行う病院の開設若しくはその病床数の増加等又は診療所での病床設置の許可申請については，厚生労働

大臣との協議を行い，同意を得た数を基準病床数に加えて，事務を処理することができるとされています。 

 

● 医療法第７条第３項及び同法施行規則第１条の14第７項第１号，第２号の規定に基づき，医療審議会の

意見を聴いて，地域包括ケアシステムの構築，へき地医療，小児医療，周産期医療及び救急医療のために

必要な診療所と認めるものについては，原則として知事の許可が必要な病床の設置・増床を，特例として

知事への届出により可能とすることとされています。 
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